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公募

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由（企
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再就職の
役員の数

公益法人の
区分

国所管、
都道府県
所管の区分

応札・応募
者数

備考

令和７年度一級河川太田川亀山地区堤防工事
支出負担行為担当官
中国地方整備局長　杉中　洋一
広島県広島市中区上八丁堀６－３０

令和7年7月25日
広島市
広島県広島市中区国泰寺町１－６－３４

9000020341002

市道安佐北３区103号線外１路
線の道路拡幅工事と太田川の
堤防の嵩上げを一体施工する
必要があり、工事内容が治水
上の影響が少ないことから道
路管理者が施工することとした
ため。

- 81,247,810 -

２０２５年度宇野線備前西市・妹尾間米倉高架橋外１補修
工事

支出負担行為担当官
中国地方整備局長　杉中　洋一
広島県広島市中区上八丁堀６－３０

令和7年7月28日
西日本旅客鉄道株式会社
広島市東区上大須賀町１５番２０号

1120001059675

鉄道事業法の規定により、線
路内作業については当該鉄道
事業者しか実施できないため。

- 79,683,000 -

一般国道２９号千代水電線共同溝工事（第１・第２工事）の
引込管及び連系管路の整備に関する委託契約

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　鳥取河川国道事務所長　竹田　佳
宏
鳥取県鳥取市田園町４－４００

令和7年7月8日
ＮＴＴインフラネット株式会社
東京都中央区東日本橋１丁目８番１号

2010001063299

電線共同溝の整備等に関する
特別措置法に基づく連系管路
工事については、保安上電線
管理者が工事を実施する必要
があるため。

- 21,996,392 -

一般国道２９号千代水電線共同溝工事（第１・第２工事）の
引込管及び連系管路の整備に関する委託契約

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　鳥取河川国道事務所長　竹田　佳
宏
鳥取県鳥取市田園町４－４００

令和7年7月1日
中国電力ネットワーク株式会社
広島県広島市中区小町４番３３号

5240001054140

電線共同溝の整備等に関する
特別措置法に基づく連系管路
工事については、保安上電線
管理者が工事を実施する必要
があるため。

- 32,023,126 -

令和７年度浜田河川国道事務所管内不動産鑑定評価等
業務(その１)

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
浜田河川国道事務所長　徳光　優
島根県浜田市相生町３９７３

令和7年7月1日
（有）大畑不動産鑑定
島根県益田市あけぼの西町９番地１５

5280002009882 企画競争

　会計法第２９条の３第４項及
び予決令第１０２条の４第３号
　企画競争契約結果の公表を
ご参照ください

3,272,500 3,272,500 100.00%
単価契約
年間予定調達総額
3,272,500円

令和７年度浜田河川国道事務所管内不動産鑑定評価等
業務(その２)

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
浜田河川国道事務所長　徳光　優
島根県浜田市相生町３９７３

令和7年7月1日
小村不動産鑑定士事務所
島根県松江市母衣町７５番地３　PACスクエア

－ 企画競争

　会計法第２９条の３第４項及
び予決令第１０２条の４第３号
　企画競争契約結果の公表を
ご参照ください

2,358,400 2,358,400 100.00%
単価契約
年間予定調達総額
２,３５８,４００円

令和７年度山陽本線糸崎・三原間古浜橋点検委託

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　福山河川国道事務所長　久冨　浩
二
広島県福山市三吉町４－４－１３

令和7年7月10日
西日本旅客鉄道株式会社中国統括本部
広島市東区大須賀町１５番２０号

1120001059675 ー

鉄道事業法の規定により、線
路内作業については、当該鉄
道事業者しか実施出来ないた
め。

－ 19,789,000 －

令和7年度一般国道５４号広島新交通１号線高架橋点検

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局　中国道路メンテナンスセンター長
鈴木　晃
広島県広島市安芸区船越南２－８－１

令和 7年 7月10日
広島高速交通株式会社
広島県広島市安佐南区長楽寺２丁目１２番１号

6240001009168 －
軌道法の規定により、軌道内
作業については、当該契約相
手方しか実施出来ないため。

－ 19,122,400 －

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について(平成24年6月1日行政改革実行本部決定)に基づく情報の公開

公益法人の場合

（注1）公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に

単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


